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令和 5年 1月 31 日 

令和３年度「若年層（18～24 歳）｣の消費生活相談の概要 

民法改正に伴い令和４年４月１日から成年年齢が18歳に引き下げられ、新たに成人となる18歳

及び19歳には未成年者取消権が適用されなくなった。そのため、当該年齢を中心に若年者の消費

者被害が増えるおそれがある。そこで、令和３年度に受け付けた相談のうち、契約当事者が18～

24歳の相談（以下｢18～24歳の相談｣という。）を「若年層」からの相談として設定し、成年年齢引

き下げに伴い深刻化が懸念される消費者トラブルを分析した。 

なお、本分析では契約当事者の年齢が「18～24歳」のデータを使用し、「18～19歳」と「20～21

歳」、「20～24歳」と「25～29歳」のデータの比較を行うことで、「若年層（18～24歳）」の消費生

活に係る問題が浮かび上がるように分析した。 

 

 

１ 相談件数の推移 

  18～24 歳の相談について、平成 29年度からの相談件数を示したものが【図－1】である。 

相談件数は、平成29年度から令和２年度まで、６千件後半から８千件前半で推移しており、令

和３年度も7,545件となっている。 

 

【図－1】18～24歳相談 相談件数の推移 

 

 

※東京都消費生活総合センター及び都内区市町村の消費生活相談窓口に寄せられた相談情報を 

PIO-NET(全国消費生活情報ネットワークシステム)を用いて分析したもの。 

●分析項目 ：｢若年層（18～24歳）｣の相談（契約当事者年齢 18歳以上24歳以下） 

●分析データ：平成 29年４月～令和４年９月の相談データ(令和４年 10月 31日時点の登録データ) 
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２ 契約当事者の属性 

(１) ｢年代別｣ 相談件数の推移 

「18～19歳」と「20～21歳」の相談について、年代別の相談件数の推移を示したものが【図－

2】である。 

年代別の相談件数を見ると、「20～21歳｣の相談は、「18～19歳」の相談の２倍以上となっていて、

令和３年度までの成年年齢「20歳」をさかいに相談が急増していることがわかる。 

令和３年度については、「20～21歳」は「18～19歳」の2.4倍となっている。成年年齢引き下げ

で、令和４年以降はこの差が徐々に縮小することが予想される。 

【図－2】 年代別 相談件数の推移 

 

 

(２) ｢性別｣相談件数の推移 

18～24歳の相談について、性別の推移を示したものが【図－3】である。 

性別の相談件数を見ると、いずれの年度においても｢女性｣が｢男性｣をやや上回っている（性別

不明、未回答を除く）。 

【図－3】 性別 相談件数の推移 
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（３）「職業別」の割合 

令和３年度の18～24歳の相談について、職業別の割合を示したものが【図－4】である。

契約当事者は｢給与生活者｣が

48.7％と最も多く、次に多いのが｢学

生｣の40.4％、次いで「無職」の4.7％

となっている。 

｢学生｣に分類された相談40.4％の

内訳は、｢大学生等その他の学生｣が

34.0％であり、次いで｢高校生｣が

1.4％となっている。 

 

【図－4】 職業別 相談件数の割合（令和３年度)    

 

３ 18～24歳の相談に多い商品・役務 

令和３年度の18～24歳の相談について、契約当事者の年齢区分別（「18～19歳」、「20～21歳」、「20

～24歳」、参考として「25～29歳」）商品・役務別相談件数の上位10位を示したものが【表－1】で

ある。 

18～19歳」と「20～21歳」を比較すると、「20～21歳」に多い商品・役務は、脱毛サロン等の「エ

ステティックサービス」や、オンラインカジノのアフィリエイト等の「他の内職・副業」、「賃貸ア

パート」、投資セミナー等の「金融コンサルティング」、医療脱毛等の「医療サービス」等である。 

特に「金融コンサルティング」は、「18～19歳」では6件であったものが、「20～21歳」では94件

と大幅に増加し、成年になったことをきっかけに契約の勧誘を受けることが多いと考えられる。ま

た、同様に「エステティックサービス」（「18～19歳」は33件）、「医療サービス」（「18～19歳」は19

件）など美容関連の相談も「20～21歳」で大幅に増加している。一方で、「18～19歳」で第２位の

脱毛クリーム等の「他の化粧品」は20歳以降では大幅に減少している。 
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 【表－1】 商品･役務別上位10位（年齢区分別）                   (単位：件)                       

４ 相談内容    
令和３年度の18～24歳の相談について、契約当事者の年齢区分別（「18～19歳」、「20～21歳」、「20

～24歳」、参考として「25～29歳」）に内容キーワード別相談件数の上位10位を年齢別に示したものが

【表－2】である。「サイドビジネス商法」は、「20～21歳」で急増し、上位10位以内に入ってくる。 

※「サイドビジネス商法」とは、「副業や内職で収入になる」などとうたって契約させる商法である。 

【表－2】 内容キーワード上位10位(令和３年度) (単位：件)   

 
(複数選択項目) 

５ 契約購入金額 

令和３年度の18～24歳の相談における契約購入金額について、契約当事者の年齢区分別（「18～

19歳」、「20～21歳」、「20～24歳」、参考として「25～29歳）に相談件数を示したものが【表－3】であ

る。 

金額不明を除く相談件数のうち「10万円未満」の相談件数は、どの年齢区分でも最も多くなって

いるが、「18～19歳」では7割弱を占めるのに対し、他の年代では5割前後となっている。特に、「50

～100万円未満」の相談件数は、「18～19歳」で30件であったものが、「20～21歳」では341件と約

11倍に増加している。平均金額でみると、「18～19歳」では約13万9千円であるのに対し、「20～

21歳」では約33万1千円と2倍強になっている。 

「20歳～24歳」と「25歳～29歳」を比較すると2倍強となっており、年齢とともに、契約購入金

額も増加している。 
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【表－3】契約購入金額の年齢別相談件数(令和３年度)             (単位：件) 

  

６ 販売購入形態 

令和３年度の18～24歳の相談について、契約当事者の年齢別（「18～19歳」、「20～21歳」、「20～

24歳」、参考として「25～29歳）に販売購入形態別の相談件数を示したものが【表－4】である。 

「マルチ（まがい）商法」の相談件数は、「18～19歳」で15件であるのに対し、「20～21歳」で

は約15倍の222件と大幅に増加している。なお、「マルチ（まがい）商法」の相談が占める割合は

「20～21歳」で8.8％、「20歳～24歳」で7.0%であるのに対し、「25～29歳」では2.1％まで低下

している。これは、マルチ商法の対象として、学生や新社会人等の社会経験が浅い年代を狙って

いることがうかがえる。 
 

【表－4】 販売購入形態の年齢別相談件数(令和３年度)   

 

  

 

７ 若年層（18～24歳）の相談の特徴 

（１）「18～24歳」の相談件数の推移及び若者相談に占める割合 
 

「若者（契約当事者29歳以下）」の相談に多い販売方法・商法別に、「18～24歳」の相談件数の推

移と「18～24歳」の相談が若者相談に占める割合について示した（【表－5】）。 

【表－5】「18～24歳」の相談件数の推移及び「18～24歳」の相談が若者相談に占める割合                                                               
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※「個人間取引」は、令和３年度のキーワード変更で「個人間売買」から変更されている。 

（２）各年齢別の相談件数 

【表－5】において、「18～24歳」の相談が若者（契約当事者29歳以下）相談に占める割合の高い

販売方法・商法の上位５位は、「クレ・サラ強要商法」「マルチ（まがい）商法」「サイドビジネス

商法」「アポイントメントセールス」「利殖商法」である。これらの商法について、令和３年度の相

談件数を年齢（１年刻み）毎に示したものが【表－6】である。いずれの販売方法・商法も、「19

歳」から「20歳」にかけて急増している。 

 

【表－6】令和３年度の「18～24歳」上位5位商法別の年齢（１年刻み）毎の相談件数  

 

 

 

上記の販売方法・商法の中で、「若年層（18～24歳）」の相談件数が特に多いのは、副業や内職

で収入になる等とうたって契約をさせる「サイドビジネス商法」である。本分析では、若年層（18

～24歳）に特徴的な商法としての「サイドビジネス商法」について、詳述する。 

 

８ 若年層（18～24歳）に消費生活被害が多い「サイドビジネス商法」 

（１）「サイドビジネス商法」に多い商品・役務 

令和３年度の18～24歳の「サイドビジネス商法」の相談について、商品・役務別相談件数の上位

10位を示したものが【表－7】である。 

最も多い相談は「他の内職・副業」（265件）で、18～24歳の「サイドビジネス商法」の相談の

33.8％を占めている。「簡単に稼げると言われ、副業サイトに登録したが、稼げるどころか登録料
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等の名目で多額のクレジットカード支払をさせられた。解約し返金を求めたい」といった副業サイ

トに関する相談が多く寄せられている。 

第２位は「他の娯楽等情報配信サービス」（80件）で、10.2％であった。「毎日稼げると広告が

あるインターネットのサイトでマニュアルを購入した。届いたが実際は稼げる内容ではないので解

約したい」といった情報商材に関する相談が多い。 

第３位は「金融コンサルティング」（74件）で9.4％であった。「大学の友人に勧められ、学生ロ

ーンで借金して投資用教材ＵＳＢを購入したが、儲からないので解約したい」といった投資用教材

に関する相談が多い。投資用教材のなかでもバイナリーオプションに関するものが多くなっている。 

第４位の「ビジネス教室」（46件）は「出会い系アプリで知り合った人に、副業や起業の方法を

教えるビジネススクールを紹介されたが、大した内容ではなかったので解約返金してもらいたい。」

といった出会い系サイト等で知り合った人に紹介された事例が多い。 

第５位の「役務その他サービス」（43件）は「インターネットで副業を検索し教材購入を申し込

んだところ、サポート付きのコースを勧誘され申し込んでしまったが、怪しい業者のようなので解

約したい」などの副業サポートに関する相談が多い。 

 

【表－7】「サイドビジネス商法」に多い商品・役務（令和３年度） 

 

 
 

（２）契約購入金額 

令和３年度の18～24歳の「サイドビジネス商法」の相談における契約購入金額について、年齢

別の相談件数を示したものが【表－8】である。 

金額不明を除く相談件数のうち「18～19歳」では50万円未満の相談が９割を超えているのに対

し、「20～21歳」「22～24歳」では50万円未満の相談は５割程度となり、「50～100万円未満」の

相談が３割以上を占めている。 
   

18～24歳「サイドビジネス商法」全体
(785件)

件数 主な項目 内容キーワード

1 他の内職・副業 265 副業サイト、オンラインカジノのアフィリエイト
①解約一般、②返金、③ＳＮＳ、④アフィリエイト、⑤書
面不交付

2 他の娯楽等情報配信サービス 80 副業マニュアル、情報商材
①情報商材、②SNS、③インターネット通販、④解約一
般、⑤電子広告

3 金融コンサルティング 74 投資用セミナー、情報商材
①クレ・サラ強要商法、②返金、③解約一般、④情報
商材、⑤利殖商法

4 ビジネス教室 46 ビジネススクール、起業セミナー
①解約一般、②クーリングオフ一般、③返金、④ＳＮ
Ｓ、⑤アポイントメントセールス

5 役務その他サービス 43 副業サポート、コンサルティング
①ＳＮＳ、②解約一般、③クーリングオフ一般、④返
金、⑤クレ・サラ強要商法

6 出会い系サイト・アプリ 42 出会い系サイト、サクラサイト
①インターネット通販、②返金、③電子広告、④詐欺、
⑤解約一般

7 デリバティブ取引 20 FX自動売買システム
①暗号資産、②解約一般、③返金、④利殖商法、⑤ク
レ・サラ強要商法

8 商品一般 19 マルチ商法の契約等
①クーリングオフ一般、②紹介販売、③解約一般、④
販売目的隠匿、⑤アフィリエイト

9 パソコン 18 ビジネスセミナー受講用タブレット
①クレ・サラ強要商法、②クーリングオフ一般、③解約
一般、④販売目的隠匿、⑤契約・書面一般

10 教養娯楽教材 17 投資用ＵＳＢ、ビジネス教材
①解約一般、②クレ・サラ強要商法、③クーリングオフ
一般、④儲からない、⑤紹介販売
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【表－8】契約購入金額の年齢別相談件数「サイドビジネス商法」（令和３年度） 

  

 

 

 （３）販売購入形態 

令和３年度の18～24歳の「サイドビジネス商法」の相談について、年齢別に販売購入形態別の

相談件数を示したものが【表－9】である。 

「18～19歳」では「通信販売」が６割強と高い割合を占めているが、「20～21歳」では「マルチ

（まがい）商法」の相談件数が約半数を占めている。「マルチ（まがい）商法」は、「22～24歳」

でも約４割と高い割合を占め、成人になったことをきっかけに勧誘されていることがうかがえる。 
 

【表－9】販売購入形態の年齢別相談件数「サイドビジネス商法」(令和３年度)   

  

９ 若年層（18～24歳）の相談事例 

事例１：知人に紹介された「ビジネススクール」 

 知り合いに、オンラインで勉強できるビジネススクールを紹介された。別の日にビジネススク

ールの関係者の自宅に知人と一緒に説明を聞きに行った。内容はＳＮＳでの集客スキルを、動画

や勉強会に参加して学ぶものだった。受講料の話になり高額で払えないと伝えたら、「借りて払

う方法もある」と言われ、その場で消費者金融のホームページから借金をして支払った。気にな

ったので、インターネット等で調べたらあまり評判がよくないのでやめたくなった。クーリン
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グ・オフしたい。                           （20歳代／女性） 

 

事例２：簡単に稼げるとうたう「副業サイト」 

インターネット上で何か副業はないかと探したところ、簡単に稼げると語った副業サイトの広

告を見つけ登録をした。仕事内容はメールで他人からの相談にのり解決したら報酬が得られるも

のだった。依頼された仕事が終わり報酬を受け取ろうとしたところ、「報酬を支払うために手数

料が必要」とサイト業者から連絡があり、やむをえず支払った。その後も、個人情報の安全保証

等の理由で何度か料金を支払った。さすがにおかしいと思い、返金を要求したがメールで拒否さ

れた。サイト業者とはメールでしかやり取りができない。どうしたらよいか。（20歳代／女性） 

 

 

事例３：次々と課金を求められる「出会い系サイト」 

 ＳＮＳを通じて知り合った女性から、「コンピューターウィルスに感染したので、別サイトでやり

取りをしたい」と言われたので、そのサイトに登録をした。すると、サイトへの登録費用、個人情報

の交換手数料、さらに会話をするためのお互いの認証費用等を求められプリペイド式電子マネーで

支払った。今までの費用は女性が後で補填することになっていたが補填されず、その後も次々と課

金を求めてくるのでおかしいと感じ、返金を求めると反応がかえってこなかった。騙されたのかも

しれない。今後どうしたらよいか。                    （10歳代／男性） 

 

事例４： 虚偽の説明を受けて高額契約させられた「金融コンサルティング」 

ＳＮＳで知り合った女性から「学生時代に不動産を仲介するアルバイトで高収入を得た」との

話を聞いた。自分もそのアルバイトに興味を持ったことを伝えると、アルバイト先の会社代表者

と知人の女性と３人で会うことになった。仕事内容は、人に不動産やＦＸの儲け話を紹介して契

約成立すれば報酬が得られるものだった。「初月から簡単に契約が取れる」との話もあり、「顧客

とやり取りをするためのプラットフォーム利用料が毎月かかる」との説明に同意した。その後、

代表者に聞いた話と違い、高額なプラットフォーム利用料一括払いを求められた。支払えないの

で、会社の担当者に教えられたとおり、サラ金のアプリで借金をして支払い、契約書をもらっ

た。後日、改めて仕事内容について聞くと、「マッチングアプリ内で、年齢と経歴を詐称して女

性と接触し代表者に繋げること」であった。プラットフォームも必要無く、虚偽の内容での勧誘

が仕事だとわかったので、返金してほしい。               （20歳代／男性） 

 

１０ 課題と今後の方向性 

「若年層（18～24歳）」の相談は、これまで、「20歳」を境として相談が急増してきた。これは

成年年齢であった「20歳」に達したとたんに、未成年者契約の取消しができなくなることを見計

らった悪質商法による被害者が増加する実態があったためである。同様に、令和４年４月１日か

らの成年年齢が１８歳に引き下げになったことにより、この傾向は「18歳」にシフトし、被害の

若年齢化が懸念される。 
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若年層（18～24歳）の相談において、他の年代に比べて被害が多い「サイドビジネス商法」「マ

ルチ（まがい）商法」「クレ・サラ強要商法」「利殖商法」「アポイントメントセールス」等の

他者から勧誘を受けやすい販売方法・商法は「20歳」で急増するという特徴がある。これらの販

売方法・商法でのトラブル・被害も、成年年齢引き下げにより「18～19歳」で今後増加すること

が予想される。そのため、成年になったばかりの若年者が悪質事業者に狙われやすいという実態

を踏まえた周囲の人々への普及啓発等の被害防止対策が必要である。 

各関係機関は、若年者の被害の現状について、他の機関・組織等と積極的に情報共有・連携を

行い、若年者への普及啓発や消費者教育を推進する等、被害の未然防止を図っていかなければな

らない。 

 

 

１１ 消費者へのアドバイス 

（１）「簡単に儲かる」「すぐに稼げる」などの甘い言葉を鵜呑みにしないでください。契約前に、

どのような商品・役務なのか、費用はいくらなのか、契約内容を十分に確認しましょう。 

（２）いったん結んだ契約は「やっぱりやめたい」と思っても容易にやめることはできません。あ

とで後悔しないためにも安易な気持ちで契約することはやめましょう。 

（３）特に高額な金銭の負担を求められる場合は、その場での契約は避け、家族に相談するなど冷静

に判断しましょう。 

（４）契約書には解約に関する条項やクーリング・オフができるかどうか等の契約の内容を決め

る大切な事項が記載されています。契約書にサインをする前に、自分のために契約書の内

容を確認しましょう。 

（５）学生ローンや消費者金融で借金をさせられたり、支払い能力を超えるクレジット契約を組

まされそうになったら、毅然とした態度で借金及び契約そのものを断りましょう。 

  

 

 ～不安に思った場合やトラブルになった場合にはいつでも消費生活センターに相談してください～ 

 

 


